
平
成

™
œ
年

˜
—
月

š
—
日
水
曜
日

(
号
外
政
府
調
達
第

™
—
›
号
)

官
報

_ 工事内容
ア 左岸管理橋上部工 工 事 延 長 ： Ｌ ＝
286•8ｍ、形式：３径間連続鋼床版箱桁橋、
橋長（幅員）：Ｌ＝286•8ｍ（一般部：Ｗ
＝9•5ｍ、拡幅部：Ｗ＝12•5ｍ）、支間割
（長）：Ｌ＝94•9ｍ×３、鋼橋上部工、工
場製作工（主構造）：Ｗ≒1¶727ｔ、（付属
物）：Ｗ≒14ｔ、架設工（クローラクレー
ンベント工法）：１式
イ 管理歩廊製作工 製作延長：Ｌ＝267•0

ｍ、形式：単純鋼箱桁橋６連、橋長（幅
員）：Ｌ＝267•0ｍ（Ｗ＝1•2ｍ～1•5ｍ）、
支間割（長）：（Ｌ＝46•05ｍ×１、Ｌ＝
45•60ｍ×４、Ｌ＝24•05ｍ×１、取付部
10•0ｍ）、鋼橋上部工、工場製作工（主構
造）：Ｗ≒187ｔ、（付属物）：Ｗ≒18ｔ

` 工期 契約締結日の翌日から平成28年２月
26日まで。

a 使用する主要な資機材 鋼材（耐候性鋼材
等）：Ｗ≒1¶946ｔ

b 本工事は、資料の提出及び入札等を電子入
札システムにより行う。ただし、電子入札シ
ステムによりがたいものは、発注者の承諾を
得て紙入札方式に代えることができる。

c 本工事は、「建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律」（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

d 本工事は、入札時に施工方法等の提案を受
け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評
価して落札者を決定する入札時ＶＥ方式（総
合評価落札方式）の適用工事のうち、品質確
保のための体制その他の施工体制の確保状況
を確認し、施工内容を確実に実現できるかど
うかについて審査し、評価を行う施工体制確
認型総合評価落札方式の試行工事である。ま
た、本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事で
ある。ただし、入札時ＶＥ方式（総合評価落
札方式）に係るものを除く。

e 本工事は、いわゆるダンピング受注に係る
公共工事の品質確保及び下請業者へのしわ寄
せの排除等の観点から、調査基準価格を下
回った価格をもって契約する場合、重点的に
監督・検査等の強化を行う試行工事である。

Ĉ 本工事において、中間前金払に代わり、既
済部分払を選択した場合には、短い間隔で出
来高に応じた部分払や設計変更協議を実施す
る「出来高部分払方式」を採用する。

D̂ 本工事は、北海道開発局が推進している「北
海道エコ・コンストラクション・イニシア
ティブ」の施策の一環として工事現場におけ
るCO２削減量を「見える化」する取り組みと
して「環境家計簿」を試行する予定であるが、
試行の有無については、監督員と協議の上、
決定するものとする。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件をすべて満たしている者又は
当該者を構成員とする特定建設工事共同企業体
で、北海道開発局長から入札参加資格の決定を
受けた者。
なお、特定建設工事共同企業体については、
北海道開発局長が別に公示する申請方法に基づ
き、特定建設工事共同企業体の資格審査を申請
すること。
\ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165

号）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。

] 北海道開発局における工事区分「鋼橋上部」
に係る一般競争参加資格の決定を受けている
こと（会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、北海道
開発局長が別に定める手続に基づく一般競争
参加資格の再決定を受けていること。）。

^ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
]の再決定を受けた者を除く。）でないこと。

_ 平成10年度以降に、下記アからウの要件を
満たす製作及び架設の工事を元請として施工
した実績を有すること（共同企業体の構成員
としての実績は、出資比率が20％以上の場合
のものに限る。）。ただし、特定建設工事共同
企業体の代表者以外の構成員については、下
記ア及びイの要件を満たす製作及び架設の工
事を元請として施工した実績を有すること
（共同企業体の構成員としての実績は、出資
比率が20％以上の場合のものに限る。）。

なお、当該実績が国土交通省が発注した工
事のうち入札説明書に示すものに係る実績で
ある場合にあっては、評定点合計が入札説明
書に示す点数未満であるものを除く。
ア 道路橋（Ａ活荷重又はＴＬ－20以上）又
は鉄道橋（モノレール及び新交通は除く）
であること。
イ 橋梁形式が鈑桁橋及び単純箱桁橋を除く
鋼橋であること。ただし、鋼床版箱桁橋は
施工実績としてよい。
ウ 最大支間長が30ｍ以上であること。
ただし、アからウは同一工事であること。

` 本工事に係る施工計画が適正であること。
この施工計画の提出に当たって、入札説明
書の別冊図面及び別冊仕様書に参考として示
された図面及び仕様書（以下「標準案」とい
う。）の内容について、これと異なる施工方法
等（以下「技術提案」という。）で施工しよう
とする場合は、その内容を示した施工計画を
提出すること。

c 当該工事に係る設計業務等の受託者、又は
当該受託者と資本関係若しくは人的関係がな
いこと。

d 入札に参加しようとする者の間に資本関係
若しくは人的関係がないこと（資本関係又は
人的関係がある者のすべてが共同企業体の代
表者以外の構成員である場合を除く。）（入札
説明書参照。）。

e 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。

３ 総合評価に関する事項
\ 落札方式
ア 入札参加者は価格、性能・機能及び社会
的要請に関する事項に係る施工計画をもっ
て入札し、ÊからÌの要件に該当する者の
うち、３]によって得られた数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とす
る。ただし、落札者となるべき者の入札価
格によっては、その者により当該契約の内
容に適合した履行がなされないおそれがあ
ると認められるとき又はその者と契約を締
結することが公正な取引の秩序を乱すおそ
れがあって著しく不適当であると認められ
るときは、入札した他の者のうち評価値の
最も高い者を落札者とすることがある。
Ê 入札価格が予定価格の制限の範囲内で
あること。

a 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事の現地での架設期間に専
任で配置できること。現地での架設期間は平
成26年10月上旬から平成28年２月下旬までを
予定する。
なお、受注者は、工事の継続性等において
支障がないと認められる場合において監督職
員との協議により、主任技術者又は監理技術
者を変更できるものとする。
ア １級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。ただし、
特定建設工事共同企業体の代表者以外の構
成員については、２級以上の国家資格を有
する主任技術者を配置すること。
イ 平成10年度以降に、上記_本文に掲げる
橋梁架設工事の経験を有すること。ただし、
特定建設工事共同企業体の代表者以外の構
成員が配置する技術者については、上記_

ア及びイに掲げる橋梁架設工事の経験を有
すること（共同企業体の構成員としての経
験は出資比率が20％以上の場合のものに限
る。）。

なお、当該経験が国土交通省が発注した
工事のうち入札説明書に示すものに係る経
験である場合にあっては、評定点合計が入
札説明書に示す点数未満であるものを除
く。
ウ 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。

b 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限の日から開札の時ま
での期間に、北海道開発局工事契約等指名停
止等の措置要領（昭和60年４月１日付け北開
局工第１号）に基づく指名停止を受けていな
いこと。
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